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令和６年（わ）第１０号 不正競争防止法違反被告事件 

          主          文 

被告人を懲役３年及び罰金１００万円に処する。 

その罰金を完納することができないときは、金５０００円を１日に換

算した期間被告人を労役場に留置する。 

この裁判が確定した日から４年間その懲役刑の執行を猶予する。 

          理          由 

（罪となるべき事実） 

 被告人は、情報システム、ネットワークサービスの企画、設計、開発、販売、賃

貸、工事、保守及びコンサルティング等を目的とするＢ株式会社の派遣社員として、

テレマーケティングシステムのＰＤＳサーバコンピュータに関わる運用保守業務に

従事し、同社が管理する営業秘密が蔵置された同サーバコンピュータへのアクセス

権を付与されるなどして、同社の営業秘密であるＡ社の顧客情報等の情報を示され

ていた者であるが、不正の利益を得る目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背

き 

１ 令和５年１月１７日午前１０時３５分頃から同日午前１１時５６分頃までの間

に、大阪市ａ区に所在する前記テレマーケティングシステムの運用保守拠点にお

いて、Ｂ株式会社から貸与されていた業務用パーソナルコンピュータを操作して、

前記サーバコンピュータにアクセスし、同社の営業秘密であるＡ社の顧客の氏名、

住所、電話番号等の個人情報が記録されている「ＡＳＲ９２＿６５００．ｃｓｖ」

等３４個のファイルデータを前記サーバコンピュータからダウンロードして前記

業務用パーソナルコンピュータに保存して複製を作成する方法により、Ｂ株式会

社の営業秘密を領得し 

２ 同日午後０時２分頃、前記運用保守拠点において、前記業務用パーソナルコン

ピュータから、１のとおり領得したＢ株式会社の営業秘密である前記ファイルデ

ータを含む圧縮ファイルデータを添付した電子メールを東京都渋谷区に所在する
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株式会社Ｃの取締役であるＤに対して送信し、Ｂ株式会社の営業秘密を開示し 

たものである。 

（証拠の標目） 

 省略 

（法令の適用） 

罰      条 

  営業秘密不正領得の点 不正競争防止法２１条２項１号ロ、令和５年法律第５

１号附則２条５項前段 

  営業秘密不正開示の点 不正競争防止法２１条２項２号、令和５年法律第５１

号附則２条５項前段 

            （営業秘密不正領得の点は、行為時においては令和５年

法律第５１号による改正前の不正競争防止法２１条１

項３号ロに、裁判時においては同改正後の不正競争防

止法２１条２項１号ロに、営業秘密不正開示の点は、

行為時においては令和５年法律第５１号による改正前

の不正競争防止法２１条１項４号に、裁判時において

は同改正後の不正競争防止法２１条２項２号にそれぞ

れ該当するところ、いずれも、同改正において、罰則

の適用について従前の例による旨の経過規定は存せず、

かつ、各所定刑中「拘禁刑」とあるのは、令和５年法律

第５１号附則２条５項前段により「懲役」と読み替え

るので刑法６条の「刑の変更があったとき」に該当し

ないから、裁判時法による） 

科刑上一罪の処理    刑法５４条１項後段、１０条 

            （手段結果の関係があるので一罪として犯情の重い営業

秘密不正開示の罪の刑で処断） 
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 刑 種 の 選 択    懲役刑及び罰金刑を併科 

 労 役 場 留 置    刑法１８条 

 刑 の 執 行 猶 予    刑法２５条第１項（懲役刑につき） 

（量刑の理由） 

本件で領得・開示された営業秘密は、被害会社であるＢ株式会社が運用するシス

テムを利用していた企業が獲得した顧客の個人情報であって、部外者が容易に入手

できないものであって、これらが外部に漏洩すれば、そのこと自体で、被害会社の

信用性を根幹から失わせ、その経営基盤に大きな打撃を与えかねず、また、利用方

法如何によっては、上記システムを利用していた企業の経営やその顧客らの生活に

も大きな影響を及ぼしうる重要性の高いものである。 

被告人は、本件犯行の動機として、派遣先であった被害会社での扱いに不満があ

ったなどと述べるが、結局は利得目的であって、その動機に酌量の余地は乏しい。

そして、被告人は、これまでも本件と同様の手口で領得した個人情報を売却するこ

とを長期間にわたって繰り返していたことを自認しており、犯行の悪質性は一層高

いのであって、そうすると、本件で起訴された秘密情報の開示によって被告人が得

た利益が５万円程度にとどまるという弁護人が指摘する事情を考慮したとしても、

なお、被告人の罪責は重いというべきである。 

そこで、被告人に対しては、主文のとおりの懲役刑及び罰金刑の併科をもって臨

むこととし、ただし、被告人にはこれまで交通前科以外に前科前歴がないこと、本

件犯行を認めて公判廷においても反省の弁を述べていること、被告人の妻が公判廷

に出廷して被告人の監督を誓っていることなどの諸事情も考慮して、その懲役刑に

ついて執行を猶予するのが相当であると判断した。 

（検察官大本寛之、弁護人（私選）桐岡勇各出席） 

（求刑－懲役３年及び罰金１００万円） 

  令和６年７月１１日 

    岡山地方裁判所津山支部 
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          裁 判 官    玉 田 雅 義 

 


